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国立病院機構は災害対策基本法に定める指定公共機関であり，同法により防災業務計
画の作成が義務付けられている．また，国立病院機構法や国立病院中期目標・中期計

画でも災害発生時の適切な対応が求められており，災害対応は国立病院機構の本来業務の一つで
あるといえる．こうした立場から，これまでも地震等の災害時に医療者の派遣等の対応をしてき
ており，東日本大震災においても，DMAT（Disaster Medical Assistance Team災害時派遣医療
チーム），医療班，および心のケアチーム等の被災地への派遣や，被災地病院の入院患者の移送
などを行い，被災地・被災者の医療救護に大きく貢献してきた．さらに，この経験を踏まえ，平
成２４年８月に防災業務計画を改正し，国立病院機構における災害医療体制の再構築や，初動医療
班の整備等を行った．
防災業務計画上，国立病院機構内および関係機関との連携については，平時から情報の収集・

連絡体制や関係機関等との協力体制を構築しておくこととなっており，災害発生時においては，
すべての情報を機構本部に設置するNHO災害対策本部に一元化し，NHO災害対策本部が政府
やDMAT事務局，各防災関係機関等との連絡調整に当たることとなっている．また，現地にお
いては，NHO現地災害対策本部が，NHO災害対策本部の指示を受け，被災都道府県災害対策
本部や保健所，市町村の被災災害医療対策会議等との連絡調整の業務に当たる．こうした連携の
下，国立病院機構の初動医療班，医療班はDMAT等と協働して医療救護活動を実施することと
なっている．
災害医療に関する今後の課題としては，初動医療班や医療班のさらなる技能向上と技能維持，

初動医療班・医療班とDMAT等との連携強化，災害時に災害弱者となる障害度の高い患者を多
く抱える病院の災害対応能力の向上，といったことが考えられる．
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は じ め に

災害医療に対する国立病院機構の位置付け

災害発生時の国立病院機構の対応

国立病院機構は災害対策基本法に定める指定公共
機関であり，同法により防災業務計画の作成が義務
付けられている．また，国立病院機構法や国立病院
中期目標・中期計画でも災害発生時の適切な対応が
求められており，災害対応は国立病院機構の本来業
務の一つであるといえる．こうした立場から，これ
までも地震等の災害時に医療者の派遣等の対応をし
てきており，東日本大震災においても，被災地・被
災者の医療救護に大きく貢献してきた．さらに，こ
の経験を踏まえ，平成２４年８月に国立病院機構防災
業務計画を改正し，国立病院機構における災害医療
体制の再構築や，初動医療班の整備等を行った．ま
た，こうした新しい災害医療体制に対応するため，
本部主催で毎年開催している災害医療従事者研修に
加え，平成２４年度より初動医療班研修も開始してお
り，機構全体として災害に対応する体制を整えてい
る．
本稿では，災害医療に対する国立病院機構の位置

付け，国立病院機構防災業務計画の内容，国立病院
機構が実施する災害医療支援の特徴等について概説
した上で，今後国立病院機構における災害対応とし
て課題となってくることについて論じたいと思う．

国立病院機構は災害対策基本法第２条に定める指
定公共機関であり，災害等が発生した場合には，防
災業務計画に基づき，国立病院機構独自の判断で医
療班等を派遣できる．さらに，災害対応については，
国立病院機構法および国立病院機構中期計画の中で
も明確に規定されている．国立病院機構法第１９条に
おいては，厚生労働大臣は，国立病院機構に対し，
災害の発生等に対処するために必要があると認める
ときは，医療の提供，研究・調査の実施を求めるこ
とができるとされており，平成２６年度から始まった
第３期中期計画においては，「災害や新型インフル
エンザ発生時など国の危機管理に際して病院ネット
ワークを最大限活用し，人材育成を含め中核的な機
関としての機能を充実・強化するとともに必要な医
療を確実に提供する」「厚生労働省のDMAT体制
の中心的役割を果たすとともに，防災業務計画に基
づき初動医療班や医療班の派遣体制および災害拠点
病院等における医療救護体制を充実する」としてい

る．こういったことから，災害対応は国立病院機構
の本来業務であり，重要なミッションの一つである
といえる．
このミッションを全うするため，国立病院機構は
災害医療従事者研修，初動医療班研修等の研修の開
催や各種訓練への参加などを通じ，国立病院機構内
の連携体制の構築や人材育成に努めるとともに，防
災業務計画にも定められているとおり，平時から情
報の収集・連絡体制や関係機関等との協力体制の構
築を行っている．こうした日頃からの準備により，
災害発生時には機構内外と速やかに連携を取り，被
災地の支援を開始することができる．

大規模災害発生時には，国立病院機構１４３病院の
ネットワークを活用し，医療班の派遣や傷病者の受
け入れ等，被災地に対する切れ目のない支援を全国
的な規模で展開することになるが，災害発生時の国
立病院機構の体制がどのようになっているのか，国
立病院機構防災業務計画の内容を紹介する．
災害が発生した場合，国立病院機構では速やかに
理事長をトップとするNHO災害対策本部を機構本
部に設置し，医療救護活動の実施に関する連絡統制
等の活動を開始する．災害対策本部の業務は，①被
害状況の情報収集および発信に関すること，②初動
医療班・医療班の派遣および輸送に関すること，③
防災関係機関との連絡調整に関すること，④その他，
災害医療活動に関し必要とされる業務等，であり，
必要に応じ本部職員をNHO現地災害対策本部へ派
遣することとなっている．
現地においては，グループ事務所内または被災地
内の病院等に必要に応じてNHO現地災害対策本部
を設置し，情報収集等の活動を開始する．NHO現
地災害対策本部は現地における活動の拠点となる．
国立病院機構の病院は，各グループ担当理事の担
当区域における災害医療の拠点となる「NHO基幹
災害拠点病院」（各グループに２病院ずつ），各グル
ープ内における被災患者の受け入れ，搬出および初
動医療班等の派遣を中心的に実施する「NHO災害
拠点病院」，および「その他のNHO病院」に分け
られている．NHO基幹災害拠点病院は常時２班の
初動医療班および１班の医療班を，NHO災害拠点
病院は常時１班の初動医療班および１班の医療班を，
その他のNHO病院は常時１班の医療班を確保する
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国立病院機構が実施する
災害時医療支援の特徴

終 わ り に

こととなっている．
初動医療班は，東日本大震災の経験を踏まえ平成

２４年度から新たに整備されることになったチームで
あり，その目的は，災害急性期に情報収集をしつつ
避難所等の医療救護活動を開始し，後発医療班の支
援活動の立ち上げに寄与する，ということである．
同じく災害急性期に出動するDMATの主な任務が
被災病院支援，被災者のトリアージ，広域医療搬送
等であるのに対し，初動医療班の任務は避難所等の
情報収集と早期の救護活動であり，初動医療班は
DMATとは明確に違う役割を持ったチームである
といえる．また，活動の指示者も，DMATが被災
都道府県災害対策本部（統括DMAT）であるのに
対し，初動医療班はNHO災害対策本部・現地災害
対策本部となっている．
医療班は，広域災害時に被災地の救護所・避難所

等の医療救護活動を行い，地域医療の復興を支援す
るのが主な役割である．初動医療班が災害発生後お
おむね４８時間以内の急性期に活動を開始するのに対
し，医療班は初動医療班派遣後に現地に派遣され，
初動医療班の救護活動を引き継ぎ，以降地域医療の
復興まで継続的に切れ目のない支援をすることにな
るチームである．
災害発生時においては，すべての情報をNHO災

害対策本部に一元化し，NHO災害対策本部が政府
やDMAT事務局，各防災関係機関等との連絡調整
に当たることとなっており，現地においては，NHO
現地災害対策本部が，NHO災害対策本部の指示を
受け，被災都道府県災害対策本部や保健所，市町村
の被災災害医療対策会議等との連絡調整の業務に当
たる．こうした連携の下，国立病院機構の初動医療
班，医療班はDMAT等と協働して医療救護活動を
実施する．

国立病院機構が実施する医療支援の特徴は，①迅
速性，②多様性，③継続性・一貫性，④ネットワー
クを活用した組織的展開，ということができる．東
日本大震災での支援を例にすると，①迅速性という
ことでは，発生後ただちにDMATが参集・始動し，
国立病院機構災害医療センターはDMAT事務局と
してDMAT活動全体を指揮し，仙台医療センター

はDMAT参集拠点としての役割を果たすとともに，
陸上自衛隊霞目駐屯地に設置された広域搬送拠点臨
時医療施設においてDMATを統括した．②多様性
については，国立病院機構の支援は，現地における
急性期の救護活動から長期にわたる心のケアに加え，
在宅人工呼吸器使用患者など災害弱者への支援，被
災地の患者受け入れ，原発事故にともなう放射線ス
クリーニング活動や警戒区域への住民一時立ち入り
に際し医療班を派遣，福島県における医療従事者確
保への協力，といった多方面に及んでいる．③継続
性・一貫性については，NHO災害対策本部の調整
により切れ目のない医療班派遣を実現し，避難所５４
カ所で約１．１万人の診療を行った．また，派遣され
ている医療班同士の連携により，医療班が次々と交
代しても活動内容や地域との関係を引き継ぐことで，
一貫した支援を行うことができた．④ネットワーク
を活用した組織的展開については，方針決定を行う
機構本部，主に情報伝達や後方支援を行う各グルー
プ事務所，現地での調整や診療を行う医療班や現地
本部員がそれぞれの役割を果たすことで，日を追っ
て変化する医療支援ニーズを共有し，適切な医療支
援を行うことができたといえる．

国立病院機構はこれまでも国の災害対応の中で中
心的役割を果たしてきたが，さらに災害医療に貢献
していくために，今後の課題として，初動医療班や
医療班の更なる技能向上と技能維持，初動医療班・
医療班とDMAT等との連携強化，災害時に災害弱
者となる障害度の高い患者を多く抱える病院の災害
対応能力の向上，といったことが考えられる．今後，
国立病院機構のネットワークを活用し，これらの課
題について検討していくことで，国立病院機構はさ
らに質の高い災害対応を行うことができるようにな
るだろう．

〈本論文は第６８回国立病院総合医学会シンポジウム「災
害医療における多面的な連携」において「国立病院機
構の災害医療に係る取り組みと連携について」として
発表した内容に加筆したものである．〉

著者の利益相反：本論文発表内容に関連して申告な
し．
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